
�愛媛県規則第３２号
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行細則の一部

を改正する規則を次のように定める。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行細則の

一部を改正する規則

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行細則（平成

１５年愛媛県規則第４３号）の一部を次のように改正する。

第５条第４号ク中「国立学校設置法（昭和２４年法律第１５０

号）第３章の３」を「国立大学法人法（平成１５年法律第１１２

号）第２条第４項」に改める。

様式第９号（表）�及び様式第１０号（表）�中

□ 散弾銃 銃砲所持許可番号 号

許 可 年 月 日 年 月 日

「

を

」

□ 散弾銃 銃砲所持許可番号 号

許 可 年 月 日 年 月 日

□ 空気銃（高圧圧

縮ガスを使用す

るものを含む。

）

銃砲所持許可番号 号

許 可 年 月 日 年 月 日

「

に改める。

」

様式第１１号（表）�中「猟具の種類」の下に「並びに第２
種銃猟免許に係る登録を申請する場合にあっては所持する免

許の種類」を加え、「第２種銃猟免許狩猟者登録（空気銃）

を申請する場合は、第１種銃猟免許の□の中にレ印を付し、

同欄に都道府県知事名、交付年月日及び狩猟免状の番号を記

載し、第２種銃猟免許欄の空気銃の□の中にレ印を付すこと

」を「空気銃のみを使用する場合は、第２種銃猟免許に係る

登録を申請すること（「第２種銃猟免許に係る登録」の□の

中にレ印を付すこと。）」に改め、「網・わな猟免許」及び

「□第１種銃猟免許」の下に「に係る登録」を加え、

「□ 散弾銃

□ 空気銃（高

「□ 散弾銃」を
圧圧縮ガス

に、
を使用する

ものを含む

。） 」

□第２種銃猟

免許

□ 空気銃（

高圧圧縮

ガスを使

用するも

のを含む

。）

都道府

県知事

名

知事

交付

年月

日

年 月 日

狩猟免状の番号

号

「

を

」

□第２種銃猟

免許に係る

登録

空気銃（高圧

圧縮ガスを使

用するものを

含む。）

所持する免許の種類 □第１種銃猟免許 □第２種銃猟免許

都道府

県知事

名

知事

交付

年月

日

年 月 日

狩猟免状の番号

号

「

に改

」
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め、同様式（裏）�中

散弾銃 銃砲所持許可番号 号 許可年月日 年 月 日
「 を」

散弾銃 銃砲所持許可番号 号 許可年月日 年 月 日

空気銃（高圧圧

縮ガスを使用す

るものを含む。

）

銃砲所持許可番号 号 許可年月日 年 月 日

「

に改

」

める。

様式第１２号（表）�中「猟具の種類」の下に「並びに第２
種銃猟免許に係る登録を申請する場合にあっては所持する免

許の種類」を加え、「第２種銃猟免許狩猟者登録（空気銃）

を申請する場合は、第１種銃猟免許の□の中にレ印を付し、

同欄に都道府県知事名、交付年月日及び狩猟免状の番号を記

載し、第２種銃猟免許欄の空気銃の□の中にレ印を付すこと

」を「空気銃のみを使用する場合は、第２種銃猟免許に係る

登録を申請すること（「第２種銃猟免許に係る登録」の□の

中にレ印を付すこと。）」に改め、「網・わな猟免許」及び

「□第１種銃猟免許」の下に「に係る登録」を加え、

「□ 散弾銃

□ 空気銃（高

「□ 散弾銃」を
圧圧縮ガス

に、
を使用する

ものを含む

。） 」

□第２種銃猟

免許

□ 空気銃（

高圧圧縮

ガスを使

用するも

のを含む

。）

都道府

県知事

名

知事

交付

年月

日

年 月 日

狩猟免状の番号

号

「

を

」

□第２種銃猟

免許に係る

登録

空気銃（高圧

圧縮ガスを使

用するものを

含む。）

所持する免許の種類 □第１種銃猟免許 □第２種銃猟免許

都道府

県知事

名

知事

交付

年月

日

年 月 日

狩猟免状の番号

号

「

に改

」

め、同様式（裏）�中

散弾銃 銃砲所持許可番号 号 許可年月日 年 月 日
「 を」

散弾銃 銃砲所持許可番号 号 許可年月日 年 月 日

空気銃（高圧圧

縮ガスを使用す

るものを含む。

）

銃砲所持許可番号 号 許可年月日 年 月 日

「

に改

」

め、同様式注２中「狩猟者登録」を「変更登録」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

告 示

�愛媛県告示第８５３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、波方町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第８５４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、弓削町長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は弓削町の地域であることを確認した旨の届出が

あった。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第８５５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、弓削町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第８５６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、弓削町長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は弓削町の地域であることを確認した旨の届出が

あった。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

字 の 名 称
左記の区域に編入する区域

摘 要
字 名 地 番

大字
波方

字
桑坂

大字
波方

字
かうら

乙５６５の１１、乙５６５の１２の一部
及び乙５６５の１８の一部

これに伴
う道路、
水路等を
含む。

新 た に 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

弓削町日比３０１の１、３０７から３１０まで、３１６の１、
３１６の２、３１７の２、３１８の２、３１９、３２０、３２１の１
、３２１の２、３２２から３２４まで、３２５の１、３２５の２
、３２６の３、６５５及び１２３１並びに下弓削１００３の地先

６，９８４．６１

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

日比 弓削町日比３０１の１、３０７から３１０まで、
３１６の１、３１６の２、３１７の２、３１８の２、
３１９、３２０、３２１の１、３２１の２、３２２から
３２４まで、３２５の１、３２５の２、３２６の３、
６５５及び１２３１並びに下弓削１００３の地先公
有水面埋立地

６，９８４．６１

新 た に 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

弓削町日比３０１の１、３０７から３１０まで、３１６の１、
３１６の２、３１７の２、３１８の２、３１９、３２０、３２１の１
、３２１の２、３２２から３２４まで、３２５の１、３２５の２
、３２６の３及び６５５並びに下弓削１００３の地先

２，４１３．５４

愛 媛 県 報平成１６年４月１６日 第１５５０号

４３８



�愛媛県告示第８５７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、弓削町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第８５８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、生名村長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は生名村の地域であることを確認した旨の届出が

あった。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第８５９号
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律

第８８号。以下「法」という。）第２８条第１項の規定により変

更しようとする鳥獣保護区は、次のとおりである。

なお、法第２８条第４項に規定する事項は、愛媛県県民環境

部環境局自然保護課及び西条地方局産業経済部四国中央林業

課において告示の日から起算して１４日を経過する日までの間

公衆の縦覧に供する。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更しようとする鳥獣保護区

� 名称

三島嶺南鳥獣保護区

� 区域

四国中央市金砂町柳瀬の柳瀬ダムえん堤西端を基点と

し、ここから同ダム管理支所進入路を南に進み、国道３

１９号に出て、ここから同国道をほぼ南西に進み、県道高

知伊予三島線との交点に至り、ここから同県道をほぼ南

西に進み、富郷橋南端で銅山川に出て、銅川右岸を上流

に進み、富郷ダムえん堤東端に至る。ここから同ダム常

時満水位の貯水線を南に進み、高橋谷橋北端で市道藤原

葛川線に出て、同市道をほぼ南に進み、市道葛川城師線

との交点に至り、ここから同市道を西に進み、市道城師

大橋別子山線との交点に至り、ここから同市道を西に進

み同県道に出て、同県道をほぼ北東に進み、県道猿田三

島線との交点に至り、ここから同県道を北東に進み、市

道富坂千野々線との交点に至り、ここから同市道を北東

に進み、農道長瀬１号線との交点に至り、ここから同農

道をほぼ東に進み、瀬川橋北端で同川に出て、同川左岸

を下流に進み、平野橋北端で国道３１９号に至り、ここか

ら同国道を北に進み、金砂町と富郷町との境界に至り、
りょう

ここから同境界を北西に進み、法皇山脈の稜線に至り、
りょう

ここから同稜線を東に進み、市道法皇山線に出て、同市
りょう

道を東に進み、同えん堤東端に至る稜線との交点に至り
りょう

、ここから同稜線を南ないし南東に進み、同端に至り、

ここから同えん堤を渡り、起点に至る線に囲まれた区域

。

� 存続期間

平成１６年１１月１日から平成２６年１０月３１日まで

� 保護に関する指針の案

当該地域は、金砂湖県立自然公園があり、銅山川で結

ばれた法皇湖及び金砂湖周辺にはカモ類をはじめとする

多様な鳥獣が生息地していることから、鳥獣保護区に指

定し、当地域に生息する鳥獣の保護を図る。また、定期

的に巡視を実施し、静穏な環境の保持を図り、鳥獣の安

定的な生息に著しい影響を及ぼすことのないよう留意す

るとともに、自然とのふれあいの場、野鳥観察及び環境

教育の場として活用を図る。

２ 意見書の提出等

� 意見書の提出

変更しようとする区域の住民及び利害関係人は、告示

の日から起算して１４日を経過する日までの間に、知事に

当該鳥獣保護区の保護に関する指針の案についての意見

書を提出することができる。

� 意見書の提出先

愛媛県県民環境部環境局自然保護課

愛媛県西条地方局産業経済部四国中央林業課

�������
�愛媛県告示第８６０号
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律

第８８号。以下「法」という。）第２９条第１項の規定により指

定しようとする特別保護地区は、次のとおりである。

なお、法第２９条第４項において準用する法第２８条第４項に

規定する事項は、愛媛県県民環境部環境局自然保護課及び西

条地方局産業経済部四国中央林業課において告示の日から起

算して１４日を経過する日までの間公衆の縦覧に供する。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 指定しようとする特別保護地区

� 名称

三島嶺南鳥獣保護区特別保護地区

� 区域

四国中央市金砂町柳瀬の柳瀬ダムえん堤西端を起点と

し、ここから金砂湖常時満水位の貯水線をほぼ南西に進

み、小川橋を経て、更に同線をほぼ西に進み、平野橋南

端に至り、ここから同橋を渡り、同湖北岸で再び同線に

至り、ここから同線をほぼ東に進み、同えん堤東端に至

り、同えん堤を渡り、起点に至る線に囲まれた区域。

� 存続期間

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

日比 弓削町日比３０１の１、３０７から３１０まで、
３１６の１、３１６の２、３１７の２、３１８の２、
３１９、３２０、３２１の１、３２１の２、３２２から
３２４まで、３２５の１、３２５の２、３２６の３及
び６５５並びに下弓削１００３の地先公有水面
埋立地

２，４１３．５４

新たに生じた土地の所在 面 積
（平方メートル）

生名村１４６４、１４６５の２、１４６６、１４６７の１、１４６７の
２、１４６９の２及び１４７１の地先 ７５９．３３
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平成１６年１１月１日から平成２６年１０月３１日まで

� 保護に関する指針の案

三島嶺南鳥獣保護区のうち、多くの水鳥が生息する水

面を特別保護地区に指定し、当地域に生息する鳥獣の生

息環境を保全する。また、自然とのふれあいや野鳥観察

及び保護活動を通じた環境教育の場として活用を図るこ

ととし、定期的に巡視を実施し、静穏な環境の保持を図

り、鳥獣の安定的な生息に著しい影響を及ぼすことのな

いよう留意する。

２ 意見書の提出等

� 意見書の提出

指定しようとする区域の住民及び利害関係人は、告示

の日から起算して１４日を経過する日までの間に、知事に

当該特別保護地区の保護に関する指針の案についての意

見書を提出することができる。

� 意見書の提出先

愛媛県県民環境部環境局自然保護課

愛媛県西条地方局産業経済部四国中央林業課

�������
�愛媛県告示第８６１号
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律

第８８号。以下「法」という。）第２９条第１項の規定により指

定しようとする特別保護地区は、次のとおりである。

なお、法第２９条第４項において準用する法第２８条第４項に

規定する事項は、愛媛県県民環境部環境局自然保護課及び松

山地方局産業経済部林業課において告示の日から起算して１４

日を経過する日までの間公衆の縦覧に供する。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 指定しようとする特別保護地区

� 名称

佐礼谷鳥獣保護区特別保護地区

� 区域

伊予郡中山町大字佐礼谷の仁生川橋西端を起点とし、

ここから県道広田双海線をほぼ西に進み、犬寄部落に至
りょう

る。ここから通称赤海山の稜線を北東に進み、町道赤海

線と県道中山伊予線との交点に至り、ここから同県道を

南に進み、県道広田双海線との交点に至り、ここから同

県道を南に進み、起点に至る線に囲まれた区域。

� 存続期間

平成１６年１１月１日から平成２６年１０月３１日まで

� 保護に関する指針の案

佐礼谷鳥獣保護区のうち、北部の特に良好な鳥獣の生

息地となっている区域について、特別保護地区に指定し

、当該地域に生息する鳥獣の生息環境を保全する。また

、定期的に巡視を実施し、鳥獣の安定的な生息に著しい

影響を及ぼすことのないよう留意するとともに、自然と

のふれあいの場、環境教育の場として活用を図ることと

する。

２ 意見書の提出等

� 意見書の提出

指定しようとする区域の住民及び利害関係人は、告示

の日から起算して１４日を経過する日までの間に、知事に

当該特別保護地区の保護に関する指針の案についての意

見書を提出することができる。

� 意見書の提出先

愛媛県県民環境部環境局自然保護課

愛媛県松山地方局産業経済部林業課

�������
�愛媛県告示第８６２号
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律

第８８号。以下「法」という。）第２９条第１項の規定により指

定しようとする特別保護地区は、次のとおりである。

なお、法第２９条第４項において準用する法第２８条第４項に

規定する事項は、愛媛県県民環境部環境局自然保護課及び松

山地方局産業経済部久万林業課において告示の日から起算し

て１４日を経過する日までの間公衆の縦覧に供する。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 指定しようとする特別保護地区

� 名称

芋坂鳥獣保護区特別保護地区

� 区域

上浮穴郡久万町大字父野川の林道芋坂支線と町道芋坂

線との交点を起点とし、ここから同町道を南に進み、同

郡小田町に至る作業道との交点に至り、ここから同作業

道を南西に進み、久万町と小田町との境界で馬之地山に
りょう りょう

至る稜線に至る。ここから同稜線を西に進み、同山に至
りょう

る。ここから稜線を北ないし東に進み、同林道との交点

に出て、同林道をほぼ東に進み、起点に至る線に囲まれ

た区域。

� 存続期間

平成１６年１１月１日から平成２６年１０月３１日まで

� 保護に関する指針の案

芋坂鳥獣保護区のうち、上浮穴郡久万町と同郡小田町

との境界周辺の特に良好な鳥獣の生息環境となっている

区域について、特別保護地区に指定し、当該地域に生息

する鳥獣の生息環境を保全する。また、定期的な巡視を

実施し、静穏な環境の保持を図り、鳥獣の安定的な生息

に著しい影響を及ぼすことのないよう留意する。

２ 意見書の提出等

� 意見書の提出

指定しようとする区域の住民及び利害関係人は、告示

の日から起算して１４日を経過する日までの間に、知事に

当該特別保護地区の保護に関する指針の案についての意

見書を提出することができる。

� 意見書の提出先

愛媛県県民環境部環境局自然保護課

愛媛県松山地方局産業経済部久万林業課

�������
�愛媛県告示第８６３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により

、医療機関を次のように指定した。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛 媛 県 報平成１６年４月１６日 第１５５０号
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�愛媛県告示第８６４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により

指定した医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第８６６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条において準用

する同法第４９条の規定により指定した施術機関を次のように

廃止した旨の届出があった。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８６５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定した医療機関（指定訪問看護事業者等）から、指定訪問看護

事業等を次のように廃止した旨の届出があった。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８６７号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の１０第１項の規定により、次のとおり指定居宅支援事業者を指定した。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８６８号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１７条の４第１項の規定により、次のとおり指定居宅支援事業者を指定した。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

医療機関の名称
開設者の氏名
又 は 名 称

所 在 地
廃 止
年 月 日

榎 本 歯 科 榎 本 康 久 伊予郡松前町大字筒井
６１４－７

平成１６年
４月１日

瀬戸町国民健康
保険大久診療所
川之浜出張診療
所

瀬 戸 町 長 西宇和郡瀬戸町川之浜
１１９７番地

平成１４年
８月１日

新居浜プリポー
ト薬局

株式会社プリポ
ート

新居浜市新田町一丁目
１－３７

平成１６年
２月１日

医療機関（指定訪問看護

事 業 者 等 ） の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃止に係る指定訪問に看護事業等を行う事業所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

社団法人新居浜市医師会 新居浜市庄内町四丁目７番
５４号

訪問看護ステーション医師
会上部 新居浜市松原町１２番４４号 平成１５年１２月１日

社団法人新居浜市医師会 新居浜市庄内町四丁目７番
５４号

訪問看護ステーション医師
会川東 新居浜市桜木町１５番１６号 平成１５年１２月１日

施術機関の名称
開設者の氏名
又 は 名 称

所 在 地
廃 止
年 月 日

杉 浦 接 骨 院 杉 浦 英 世 宇和島市元結掛一丁目
５－６

平成１６年
３月２２日

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者

サービスの種類
指 定 居 宅 支 援 事 業 所 指 定

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００３００１１３１１１ 社会福祉法人保内町社会福祉協議会
西宇和郡保内町宮内
１番耕地１２４番地１ 二 宮 俊 明 児童居宅介護 保内町ホームヘルプ

サービス事業所
西宇和郡保内町宮内
１番耕地１２４番地１

平成１６年
４月１日

３８０００３００１１４１１９ 社会福祉法人美川村社会福祉協議会
上浮穴郡美川村上黒
岩２９２３番地１ 木 下 久 敬 児童居宅介護

美川村社会福祉協議
会指定障害児居宅介
護事業所

上浮穴郡美川村上黒
岩２９２０番地１

平成１６年
４月１日

３８０００３００１１５１３２ 社会福祉法人ひまわり育成会
西予市宇和町永長１３
７１番地 上 甲 住 夫 児童短期入所 宇和ひまわりの郷 西予市宇和町永長１３

７１番地
平成１６年
４月１日

医療機関の名称
開設者の氏名
又 は 名 称

所 在 地
指 定
年 月 日

さとう内科クリ
ニック 佐 藤 政 晃 今治市大新田町三丁目

４番８号
平成１６年
４月１日

宇和島徳州会病
院

医療法人
沖 縄 徳 州 会

宇和島市住吉町二丁目
６番２４号

平成１６年
４月１日

いまい歯科医院 医療法人
いまい歯科医院

新居浜市郷一丁目１番
５１号

平成１６年
４月１日

トマト薬局伊予
店 株式会社トマト 伊予市米湊７９１－２ 平成１６年

２月１日
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�愛媛県告示第８６９号
知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１５条の５第１項の規定により、次のとおり指定居宅支援事業者を指定した。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８７０号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の２０の規定により、指定居宅支援事業者から次のとおり指定居宅支援事業を廃

止した旨の届出があった。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８７１号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１７条の２０の規定により、指定居宅支援事業者から次のとおり指定居宅支援事

業を廃止した旨の届出があった。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８７２号
知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１５条の２０の規定により、指定居宅支援事業者から次のとおり指定居宅支援事業

を廃止した旨の届出があった。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者

サービスの種類
指 定 居 宅 支 援 事 業 所 指 定

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００１００１２５１１７ 社会福祉法人保内町社会福祉協議会
西宇和郡保内町宮内
１番耕地１２４番地１ 二 宮 俊 明 身体障害者居

宅介護
保内町ホームヘルプ
サービス事業所

西宇和郡保内町宮内
１番耕地１２４番地１

平成１６年
４月１日

３８０００１００１２６１１５ 有限会社ケアステーション悠友
宇和島市丸之内四丁
目３番１３号 中 平 律 子 身体障害者居

宅介護
ケアステーション悠
友

宇和島市丸之内四丁
目３番１３号

平成１６年
４月１日

３８０００１００１２７１１３ 社会福祉法人美川村社会福祉協議会
上浮穴郡美川村上黒
岩２９２３番地１ 木 下 久 敬 身体障害者居

宅介護
美川村社会福祉協議
会指定身体障害者居
宅介護事業所

上浮穴郡美川村上黒
岩２９２０番地１

平成１６年
４月１日

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者

サービスの種類
指 定 居 宅 支 援 事 業 所 指 定

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００２００１４７１１０ 社会福祉法人保内町社会福祉協議会
西宇和郡保内町宮内
１番耕地１２４番地１ 二 宮 俊 明 知的障害者居

宅介護
保内町ホームヘルプ
サービス事業所

西宇和郡保内町宮内
１番耕地１２４番地１

平成１６年
４月１日

３８０００２００１４８１１８ 社会福祉法人美川村社会福祉協議会
上浮穴郡美川村上黒
岩２９２３番地１ 木 下 久 敬 知的障害者居

宅介護
美川村社会福祉協議
会指定知的障害者居
宅介護事業所

上浮穴郡美川村上黒
岩２９２０番地１

平成１６年
４月１日

３８０００２０００６１１２１ 社会福祉法人宇和町社会福祉施設協会
西予市宇和町久枝甲
１４３４番地１ 井 上 義 忠 知的障害者デ

イサービス
デイサービスセンタ
ーいっとき館

西予市宇和町神領５３
４

平成１６年
４月１日

３８０００２０００６６１３８ 社会福祉法人ひまわり育成会
西予市宇和町永長１３
７１番地 上 甲 住 夫 知的障害者短

期入所 宇和ひまわりの郷 西予市宇和町永長１３
７１番地

平成１６年
４月１日

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者

サービスの種類
廃止に係る指定居宅支援事業所 届 出

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００３００１０９１１９ 有限会社糸山タクシー
今治市高部甲１５４番
地１ 越 智 惇 児童居宅介護 糸山ケアサービス 今治市高部甲１５４番

地１
平成１６年
３月２３日

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者

サービスの種類
廃止に係る指定居宅支援事業所 届 出

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００１００１２２１１４ 有限会社糸山タクシー
今治市高部甲１５４番
地１ 越 智 惇 身体障害者居

宅介護 糸山ケアサービス 今治市高部甲１５４番
地１

平成１６年
３月２３日
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�������
�愛媛県告示第８７４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、新居浜市吉岡泉土地改良区から認可申請のあった土

地改良事業（維持管理）の計画の変更を平成１６年４月５日認

可した。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第８７５号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条

第２項（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。

）の規定に基づき、宇和海を操業区域とする小型機船底びき

網漁業の許可又は起業の認可を申請すべき期間を次のように

定める。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成１６年４月１６日から４月２９日まで

�������
�愛媛県告示第８７６号
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２０条の規定に基づ

き事業の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 起業者の名称

西条市

２ 事業の種類

西条地区公民館建設工事

３ 起業地

� 収用の部分

愛媛県西条市新田地内

� 使用の部分

なし

４ 事業の認定をした理由

平成１６年３月１１日に、西条市から申請のあった本件事業

に関する事業認定の理由は、以下のとおりである。

� 土地収用法第２０条第１号の要件への適合性について

本件事業は、土地収用法第３条第２２号に掲げる「社会

教育法（昭和２４年法律第２０７号）による公民館」に関す

る事業に該当する。

このため、本件事業は、土地収用法第２０条第１号の要

件を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第２号の要件への適合性について

社会教育法第２１条第１項において、「公民館は市町村

が設置する」と規定されていることから、本件事業の起

業者である西条市は、本件事業を施行する権能を有する

と認められる。

また、起業者は本件事業の実施年度に必要となる工事

費、用地補償費等の予算を計上及び計上予定しており、

本件事業が施行されることは確実と認められる。

以上により、本件事業は、土地収用法第２０条第２号の

要件を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第３号の要件への適合性について

本件事業は、西条市の西条地区の住民を対象とした公

民館を移転新築するものである。

ア 現在の西条地区公民館は、西条市総合市民センター

の中に設置されているため、当該センターの開館時間

しか利用することができず、多様化・高度化する地区

住民の文化ニーズにこたえることが困難な状況にある

。

また、平成１６年１１月に２市２町（西条市、東予市、

丹原町及び小松町）が合併し、新市庁舎の一部として

当該センターが使われることが予定されている。

このような状況のなか、地区住民から公民館を移転

新築してほしいとの強い要望がある。

本件事業の施行により、地区住民の要望に沿う施設

整備等のための敷地を確保し、多様化・高度化する地

区住民の文化ニーズに対応することが可能となり、地

区住民の教養や芸術文化活動の向上、生活文化の振興

及び社会福祉の増進に寄与するものと認められ、本件

�愛媛県告示第８７３号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１７条の２０の規定により、指定居宅支援事業者から次のとおり指定居宅支援事

業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者

サービスの種類
廃止に係る指定居宅支援事業所 届 出

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００２００１４４１１７ 有限会社糸山タクシー
今治市高部甲１５４番
地１ 越 智 惇 知的障害者居

宅介護 糸山ケアサービス 今治市高部甲１５４番
地１

平成１６年
３月２３日

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者 サービス

の 種 類

指 定 居 宅 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
名 称 主 た る 事 務 所

の 所 在 地 代表者の氏名 変 更 前 変 更 後

３８０００１０００７３１１９ 社会福祉法人日吉
村社会福祉協議会

北宇和郡日吉村大
字下鍵山２９９番地 山 本 雅 之

身体障害
者居宅介
護

日吉村社会福祉
協議会指定身体
障害者居宅介護
事業所

北宇和郡日吉村
大字下鍵山２９９
番地

北宇和郡日吉村
大字下鍵山５００
番地

平成１６年
３月１５日
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事業の施行により得られる利益は、相当程度存在する

と認められる。

イ 一方、本件事業の施行により失われる利益として周

辺環境への影響が考えられるが、本件事業が環境影響

評価法（平成９年法律第８１号）等による環境影響評価

の対象事業となっていないことから周辺環境への影響

は極めて小さいものと考えられる。

よって、本件事業の施行により失われる利益は軽微

であると認められる。

ウ 本件事業に係る起業地の選定に当たっては、自然的

条件、社会的条件、経済的条件及び工事施行等の技術

的条件による３案の候補地の比較検討を行い、総合的

に最も優れた案を採用しているものと認められる。

また、本件事業に係る起業地の範囲は、必要最小限

に限定されているものと認められる。

エ アで述べた得られる利益とイで述べた失われる利益

を比較衡量した結果、本件事業の施行により得られる

利益が失われる利益に優越すると認められるとともに

、ウで述べたように、本件事業の起業地は他の候補地

と比較して最も適切であると認められる。

以上により、本件事業は、土地収用法第２０条第３号の

要件を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第４号の要件への適合性について

本件事業は、地区住民の多様なニーズに総合的にこた

え、地区住民の生活文化の振興及び社会福祉の増進に寄

与するために、地域の活動拠点として、地区住民の強い

要望に基づき整備するものであり、土地を収用する公益

上の必要があると認められるため、土地収用法第２０条第

４号の要件を充足すると判断される。

� 結論

�から�までにおいて述べたように、本件事業は土地
収用法第２０条各号の要件を充足するものと判断される。

５ 土地収用法第２６条の２の規定に基づく図面の縦覧場所

西条市役所

�������
�愛媛県告示第８７７号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第２条第１項の規

定により、次のように埋立てを免許した。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 埋立ての免許を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 知事 加戸守行

松山市持田町１２２番地

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

温泉郡中島町大字畑里甲６３５番４から同甲６２５番ま

での地先公有水面

イ 区域

次の１点から６点までを順次直線で結んだ線並びに

６点と１点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ

．＋３．５７メートル）における公有水面と陸地との境界

線により囲まれた区域

基点（温泉郡中島町大字畑里甲６４５番地先の離岸堤

に設置された金属鋲）は、北緯３３度５９分３５秒、東経１

３２度３７分１５秒の地点

１点は、基点から真北９５度３３分５２秒１５４．９１メートル

の地点

２点は、１点から真北３２８度４３分１８秒４．１８メートル

の地点

３点は、２点から真北２３８度２２分０７秒４７．９０メート

ルの地点

４点は、３点から真北２３９度１６分３１秒１５．６８メート

ルの地点

５点は、４点から真北２４０度５２分１６秒７．３７メートル

の地点

６点は、５点から真北１０５度００分１３秒５．１９メートル

の地点

ウ 面積

２７８．６７平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

温泉郡中島町大字畑里甲６３５番１から同甲６２５番ま

での地先公有水面及び陸域

イ 区域

次の１点から１５点までを順次直線で結んだ線及び１５

点と１点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（温泉郡中島町大字畑里甲６４５番地先の離岸堤

に設置された金属鋲）は、北緯３３度５９分３５秒、東経１

３２度３７分１５秒の地点

１点は、基点から真北８４度４５分５３秒１３７．１９メートル

の地点

２点は、１点から真北２３８度２２分０７秒４８．０９メート

ルの地点

３点は、２点から真北２３９度１６分３２秒１４．７３メート

ルの地点

４点は、３点から真北１７５度４６分２０秒２７．２１メート

ルの地点

５点は、４点から真北１４５度４３分２０秒１５．１０メート

ルの地点

６点は、５点から真北６１度１３分３３秒１２．２４メートル

の地点

７点は、６点から真北６０度３１分０５秒１２．００メートル

の地点

８点は、７点から真北５９度３１分０３秒７．９７メートルの

地点

９点は、８点から真北５７度３９分４５秒１．１２メートルの

地点

１０点は、９点から真北５８度４７分４２秒１７．２２メートル

の地点

１１点は、１０点から真北５９度３２分００秒６．９６メートルの

地点

１２点は、１１点から真北５９度２７分３６秒４．１２メートルの
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地点

１３点は、１２点から真北５７度３６分１２秒１６．３１メートル

の地点

１４点は、１３点から真北３２９度０１分０３秒１１．０４メート

ルの地点

１５点は、１４点から真北２３８度２２分０４秒３．５８メートル

の地点

ウ 面積

２，９０１．８２平方メートル

３ 埋立地の用途

道路用地 約１７０平方メートル

護岸用地 約１１０平方メートル

４ 埋立免許年月日

平成１６年４月７日

�愛媛県告示第８７８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８７９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８８０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８８１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９７号

大洲市北只７７０番５から
同市北只７５４番４まで
及び
大洲市北只７６１番７から
同市北只６３４番３まで

旧 １３．０～２９．０
１０．４～６５．０

０．１４８
０．３２９

新 １３．０～２９．０
１０．４～６５．０

０．１４８
０．３２９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 １９７号

大洲市北只７７０番５から
同市北只７５４番４まで
及び
大洲市北只７６１番７から
同市北只６３４番３まで

平成１６年４月１７日
１５：００

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和野村線
西予市宇和町卯之町五丁目２４４番３から

同町稲生３９番８まで

旧 １９．２～２２０．９ ０．０７８

新 １９．２～２２０．９ ０．０７８
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�愛媛県告示第８８２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８８３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８８４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８８５号
次のとおり落札者を決定した。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和野村線
西予市宇和町卯之町五丁目２４４番３から

同町稲生３９番８まで

平成１６年４月１７日
１５：００

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 鳥井喜木津線
西宇和郡瀬戸町足成字井手口１０８３番地先から

同字１０７９番地先まで

旧 ５．２～１８．４ ０．０５８

新 ９．７～６１．０ ０．０５８

〃 〃

西宇和郡瀬戸町足成字井手口１０７９番地先から

同町足成字松ノ谷９８１番２地先まで
旧 ５．７～１３．０ ０．０６０

西宇和郡瀬戸町足成字井手口１０７９番地先から
同町足成字松ノ谷９８１番２地先まで
及び
西宇和郡瀬戸町足成字井手口１０７４番３から
同町足成字松ノ谷９８６番４まで

新
５．７～１３．０

２３．０～４２．５

０．０６０

０．０３６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 鳥井喜木津線
西宇和郡瀬戸町足成字井手口１０８３番地先から

同町足成字松ノ谷９８６番４まで
平成１６年４月１６日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１６松局伊土検（開）第１号

平成１６年４月５日
伊予郡松前町大字筒井字樋ノ口８５５番３

伊予市米湊８３３番地１
亀 岡 清 市

１６今局建（開）第１号

平成１６年４月６日
越智郡玉川町大字大野字中ノ切甲１２６番７及び甲１２７番１

松山市勝山町一丁目１４番地１
サークルケイ四国株式会社
代表取締役 村 上 榮 一

１６西局建（開）第１号

平成１６年４月８日
西条市洲之内字上郷甲１１４番８

西条市神拝甲３５５番地１
マルイカトレア９０９号
森 政 和
森 由 美 子
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教育委員会告示

�愛媛県教育委員会告示第６号
義務教育諸学校教科用図書採択地区の設定（昭和４７年９月

愛媛県教育委員会告示第８号）の一部を次のように改正し、

告示の日から施行する。

平成１６年４月１６日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

義務教育諸学校教科用図書採択地区の名称及び区域の表中

西 条 地 区
新居浜市、西条市、東予市、四国中央市
、周桑郡

「
を

」

四 国 中 央 地 区 四国中央市

新 居 浜 地 区 新居浜市

西 条 地 区 西条市、東予市、周桑郡

「

に、

」

松 山 地 区
松山市、伊予市、北条市、温泉郡、上浮
穴郡、伊予郡

八 幡 浜 地 区
八幡浜市、大洲市、西予市、喜多郡、西
宇和郡

「

を

」

松 山 地 区 松山市、北条市

温泉・上浮穴地区 温泉郡、上浮穴郡

伊 予 地 区 伊予市、伊予郡

大洲・喜多地区 大洲市、喜多郡

八幡浜・西宇和地区 八幡浜市、西宇和郡

西 予 地 区 西予市

「

に改める

」

。

�������
�愛媛県教育委員会告示第７号
愛媛県文化財保護条例（昭和３２年愛媛県条例第１１号）第１０

条第１項の規定に基づき、次のとおり愛媛県指定有形文化財

に指定する。

平成１６年４月１６日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

指定する有形文化財

公安委員会規則

�愛媛県公安委員会規則第８号
愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則を次のように定

める。

平成１６年４月１６日

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則

愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２

号）の一部を次のように改正する。

別表３の項の次に次のように加える。

３の２ 四国横断自動車道 大洲市北只７８４番２から西
予市宇和町稲生９１３番地ま
で

別表１５の項の次に次のように加える。

１５の２ 一般国道５６号
（大洲道路）

大洲市北只１５０３番１５地先か
ら同市北只７８４番２まで

別表６６の項の次に次のように加える。

６６の２ 県道宇和野村線 西予市宇和町稲生９１３番地
から同町卯之町四丁目５２２
番地まで

附 則

この規則は、平成１６年４月１７日から施行する。

選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第３４号
公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）第５５条第２項及

び第４項第２号（他の法令において準用され、又は例による

こととされている場合を含む。）の規定により不在者投票の

できる病院として指定したもののうち、国立療養所愛媛病院

及び国立病院四国がんセンターについて、次のとおり名称の

変更があった。

平成１６年４月１６日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

平成１６年４月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

落札に係る特定役務の
名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続き 入 札 公 告 日

教育情報通信ネットワ
ークシステム運用管理
・保守業務 一式

愛媛県教育委員会事
務局教育総務課
愛媛県松山市一番町
四丁目４番地２

平成１６年３月２９日
西日本電信電話株式会
社愛媛支店
松山市一番町四丁目３
番地

３３，５１６，０００円 一般競争入札 平成１６年２月１７日

名 称 所 在 地 所 有 者 員数

興願寺三重塔 四国中央市三島宮川三
丁目字亀水１０３９番地７

四国中央市三島宮川三
丁目１９番１６号
興願寺

１基

興隆寺三重塔 周桑郡丹原町大字古田
甲１６５７番地

周桑郡丹原町大字古田
甲１６５７番地
興隆寺

１基

正法寺観音堂 北宇和郡三間町大字黒
井地２２８５番地

北宇和郡三間町大字黒
井地２２８５番地
正法寺

１棟

名 称

新 独立行政法人国立病院機構 愛媛病院

旧 国立療養所愛媛病院

名 称

新 独立行政法人国立病院機構 四国がんセンター

旧 国立病院四国がんセンター
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